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（印影印刷） 

 
平成２９年度「小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開 
発・実施」事業に係る計画書等の提出について（照会） 

 
文部科学省では、「教育再生実行会議第三次提言」（平成２５年５月２８日）、

「日本再興戦略（改訂 2014）」（平成２６年６月２４日）等を受け、平成２５年１

２月に「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を発表しました。この計画

では、小学校における英語教育実施学年の早期化、教科化、中・高等学校における英

語の目標・内容の高度化など、小・中・高等学校を通じた英語教育改革を掲げていま

す。 
また、「今後の英語教育の改善・充実方策について（報告）」（平成２６年９月

２６日）や、「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（答申）」

（平成２７年１２月２１日中央教育審議会、「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及

び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成

２８年１２月２１日中央教育審議会）において、小学校高学年における教科化に向け

た、専門性を一層重視した指導体制の構築が喫緊の課題とされています。 
それらを踏まえ、次期学習指導要領の実施に向けて、これまで小学校外国語活動の

指導において中心的な役割を果たしてきた教員が教科としての外国語科（英語科）の

指導に対応するためのプログラムを開発し講習を実施します。  
また、委託先において、教育職員免許法に規定する免許法認定講習、免許法認定公

開講座又は免許法認定通信教育を開発・実施し、現職の小学校教員が中学校教諭免許

状（外国語（英語））を取得することで、小学校における外国語教育の専門性の高い

指導体制の充実を目指します。 
ついては、本事業への申請を希望する場合は、下記により事業実施計画書等を提出

願います。 
 

 



記 
 
１  提出書類 
  本事業の委託要項（別紙１）、公募要領（別紙２）、審査要領（別紙３）、事務処

理要領（別紙４）、経費計上の留意事項（別紙５）を踏まえ、「別添 事業実施計画

書」を作成し、提出すること。 
     
※本事業の「実施要領（別紙１）」等関係資料については、文部科学省調達総合案内
のホームページ（以下のＵＲＬを参照願います）から入手できます。 

 
ＵＲＬ：http://sisetuweb1.mext.go.jp/procure/index.html 
 
「物品・役務等の調達情報」→「企画競争・公募等情報検索」の順にクリックし、
「企画競争」にチェックを入れて検索ボタンを押すと本事業の公募情報が表示さ
れます。 

 
２  提出期限等 
  （１）提出期限  平成２９年４月７日（金）１７時（必着） 
  （２）提出先   文部科学省初等中等教育局国際教育課外国語教育推進室 
           〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
          E-mail:koubo-gaikokugo@mext.go.jp 
  （３）提出方法  郵送及び電子メール 
 （４）提出部数  紙媒体１７部（正本１部、コピー１６部）、電子媒体１部 
 
３ 問合せ先 
   文部科学省初等中等教育局国際教育課 

外国語教育推進室事業推進係  日向端、追川、井原 
   電話  ０３－５２５３－４１１１(内線３４８１) 


